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投資事業評価調書（継続：再評価〔第４回〕） 

部課室名 
農政環境部農林水産局 

治山課 

記入責任者職氏名 

（担当者氏名） 
治山課長 村上 晴茂 

（治山林道班主幹 兼光 英喜） 

内

線 

4128 

(4132) 
 
事業種目 林道整備事業 新規評価年度 －  現計画 前回評価時点 

事業名 
森林基幹道整備事業

千
せん

ヶ
が

峰
みね

・三国
みくに

岳
だけ

線 

事業採択年度 
平成8年度

(1996) 総事業費 100 億円 96 億円 

着工年度 
平成8年度

(1996) 内用地補償費 － 億円 － 億円 

再評価年度 平成27年度

(2015) 完成予定年度 
令和15年度

(2033) 
令和10年度 

(2028) 

事業区間 
朝来市
あ さ ご し

生野町
いかのちょう

黒川
くろがわ

～ 
多可郡
た か ぐ ん

多可町
たかちょう

加美区
か み く

奥
おく

荒田
あ ら た

 

進 捗 率 

(用補進捗率) 
48％ 

( － ％) 
41 ％ 

( － ％) 
残事業費 50億円 57億円 

事業の目的 
事業内容 

【 】：前回評価時点 

本事業は、但馬地域南部(朝来市生野町)の国道429号から神河町を経由

し、播磨地域北部(多可町加美区)の県道加美宍粟線に至る３市町を南北

に結ぶ林内路網の骨格林道を整備するもので、伐採適期を迎えた人工林

から木材を順次搬出し、県産木材の安定供給による林業振興と、伐採収

益の確保による山村地域の活性化を図る。また、効率的な路網整備によ

る森林整備を促進し、森林の多面的機能を持続的に発揮させる。 

延長＝35,900ｍ【34,800m】 
幅員＝5.0m  
［負担割合：国庫補助 
 国50%，県40%，市町10%］ 
利用区域面積＝3,915ha 

【3,901ha】 

事業を取り巻く 

社会経済情勢 

等の変化 

①平成22(2010)年に(協)兵庫木材ｾﾝﾀｰが稼働し、原木集積、加工、流通を一貫して行う県産木

材の供給体制が確立(原木取扱量(H26(2014)年162千m3→R1(2019)年214千m3/年)) 
②木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電施設がH27(2015)年以降県下3箇所(赤穂市、朝来市、丹波市)で稼働 
新たな燃料用木材の需要が急激に増加（H26(2014)年64千m3→R1(2019)年168千m3/年） 
【前回評価時点からの事業計画・総事業費・工期の変更概要】 
①用地承諾困難地域の回避を余儀なくされたこと、②既設作業道との接続を行うために林

道線形を変更（延長+1.1㎞、総事業費の増額+4億円、工期延長+5年、利用区域面積+14ha） 
進捗状況 全延長35.9kmのうち約17.4km(48%)の供用を開始 
評価視点 評価結果の説明 

審査会意見及び対

応方針 
(H27年度(2010)再評

価) 

【審査会意見】継続妥当 
①間伐の適切な実施 
②林業に影響のない範囲で

の人工林と広葉樹林の混

交化（ﾓｻﾞｲｸ化） 
③法面植生の経年観察によ

る緑化状況の推移の把握 

【対応方針】H27(2015)年再評価以降の実績 
①間伐 H26(2014)年末1,137ha→R1(2019)年末1,393ha 
②針葉樹林と広葉樹林の混交化 
    H26(2014)年末6ha→R1(2019)年末9ha 
③法面植生の緑化状況の遷移 
切土法面 H27(2015)年末50種→R2(2020)年末83種 
盛土法面 H27(2015)年末12種→R2(2020)年末54種 

(１)必要性 森林の生長を見越して林道を整備しており、①木材需要が増加する中、伐採適期

を迎え、木材の安定供給に向けた計画的な伐採・搬出のため、②森林資源の循環利

用（伐採、利用、植栽、保育）を促進し、森林の多面的機能を持続的に発揮するた

めに必要である。 

(２)有効性  ・効

率性 

(執行環境状況） 

① 費用便益比B/C＝2.0（前回評価時2.0） 
② 播磨中部高原森林基幹道推進協議会から早期完成の要望が強く、事業継続への協

力体制が整っている。 
③ 朝来市の利用区域内集落は迂回路がなく、林道の開通が期待されている。 

(３)環境適合性 ① 地形に合わせたカーブの多い波形線形を採用し、切土量・盛土量を軽減。 
② 小動物等の生息環境に配慮したｽﾛｰﾌﾟ付きの排水路を設置。 
③ 県内産間伐材を利用し、土砂流出防止柵等へ有効利用。 
④ 法面は、早期緑化が可能で生態系や在来種への影響の少ない植物種を選定。 

(４)優先性 森林の成熟化が進み、伐期を迎えた利用可能な森林資源を搬出するためには、早期

に全線供用開始する必要があり優先性は高い。 
再評価

の結果 
継続 左の 

理由 
利用区域内の森林資源は伐期を迎え、木材搬出の基盤となる林道を継続し

て実施することで県産木材の需要に対応することができる。 

 

【評価調書様式２】 
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事業進捗状況概要図（継続：再評価〔第４回〕） 

事業名 森林基幹道整備事業 路線・河川名 千
せん

ヶ
が

峰
みね

・三国
みくに

岳
だけ

線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業進捗状況・予定 整備効果 

全体 

(H8(1996)～

R15(2033)) 

【事業費＝１００億円】 

森林基幹道  幅員=5.0m 

延長=35,900m  

 

前回再評価 

まで（実績） 

(H8(1996)～

H27(2015)) 

【事業費＝３９億円】 

森林基幹道  幅員=5.0m 
延長=14,009m 

H8(1996)～H26(2014)までの実績 

主伐 50ha、間伐 1,137ha、 

造林 50ha、保育（下刈等）402ha, 

作業道 51,317m 

過去 5年間 

(予定) 

(H28(2016)～

R2(2020)) 

【事業費＝１１億円】 

森林基幹道  幅員=5.0m 

延長=3,357m 

H27(2015)～R1(2019)までの実績 

主伐 18ha、間伐 256ha、 

造林 18ha、保育（下刈等）49ha, 

作業道 7,618m 

今後 5年間 

(予定) 

(R3(2021)～

R7(2025)) 

【事業費＝２３億円】 

森林基幹道  幅員=5.0m 

延長=9,551m 

R2(2020)～R6(2024)までの計画（推計） 

主伐 21ha、間伐 220ha、 

造林 21ha、保育（下刈等）84ha, 

作業道 8,706m 

今後 10年間 

(予定) 

(R3(2021)～

R12(2030)) 

【事業費＝４０億円】 

森林基幹道  幅員=5.0m 

延長=15,262m 

R2(2020)～R11(2029)までの計画（推計値） 

主伐 44ha、間伐 470ha、 

造林 44ha、保育（下刈等）175ha, 

作業道 17,048m 

出典：国土地理院ウェブサイト 

凡例 

    ：利用区域 

    ：供用区間(H27 まで) 

：供用区間(H28～R2) 

：開設区間(R3～R7) 

：開設区間(R8～R15) 

：木材市場 

：大型製材所 

：木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所 

 

事業箇所
起点(朝来市生野町黒川)   

終点(多可町加美区奥荒田) 

三国岳 

千ヶ峰 

神河町

朝来市

丹波市

多可町



林道整備事業 森林基幹道 千ヶ峰・三国岳線 〔再評価（第４回）〕

横断図

位置図

現況 計画

事業区間 ：朝来市生野町黒川
～多可郡多可町加美区奥荒田

総事業費：100億円
内用地補償費：－億円
事業期間：平成8年度～令和15年度
事業概要： 林道開設
延 長： 35,900m

費用便益比B/C：2.0

事業概要

目 的

①県産木材の安定供給等の林業振興
及び山村地域の活性化

②森林の有する多面的機能の持続的
発揮

出典：国土地理院ウェブサイト

起点

終点

養父市

丹波市

朝来市

京都府

３

木質バイオマス発電所

（終点から約21km）

木材市場
（終点から約27km）

神河町

市川町

宍粟市

姫路市 西脇市

福崎町

多可町

加西市

加東市

丹波篠山市

三田市

大規模製材所

（終点から約43km）

木材市場
（起点から約48km）

木質バイオマス発電所

（終点から約21km）

木材市場

（終点から約43km）

木材市場

（起点から約36km）

凡 例
：利用区域
：供用区間
：計画区間

－－－－

事業箇所

木質バイオマス発電所

赤穂市

（終点から約78km）



①木材需要が増加する中、伐採適期を迎え、木材の安定供給に向けた計画的な伐採・
搬出 ①間伐

森林整備計画平面図

現況写真

②主伐・再造林

４

事業の必要性・優先性

出典：国土地理院ウェブサイト

神河町

朝来市

丹波市

多可町

終点

起点

凡 例
：利用区域
：供用区間
：計画区間
：森林経営計画
：兵庫みどり公社分収契約地
：森林整備センター分収契約地

－－－－－－－

千ヶ峰

三国岳

人工林率
兵庫県 42%
朝来市 66%
神河町 77%
多可町 61%
利用区域内 79%



森林整備実績平面図
①間伐、主伐・再造林（神河町）

現況写真

出典：国土地理院ウェブサイト

神河町

朝来市

丹波市

多可町

終点

起点

５

2

3

1

凡 例
：利用区域
：供用区間
：計画区間
：間伐
：主伐・再造林
：保育

－－－－

②間伐（神河町）

③間伐（多可町）

千ヶ峰

三国岳

H8～
H26

H27
～R1

計

主伐（ha） 50 18 68 

間伐（ha） 1,137 256 1,393 

切捨 999 109 1,108 

搬出 138 147 285 

造林（ha） 50 18 68 

保育（ha） 402 49 451 

森林整備
面積計（ha）

1,639 341 1,980 



②木質バイオマス施設（朝来市）

現況写真

③木質バイオマス施設（丹波市）

事業の必要性・優先性

６

①兵庫木材センター（宍粟市）

403
291

207 177 192
270 265 240 252 269 293 303 298 275

64
92

133
165 171 168

0

100

200

300

400

500

55 7 12 17 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1

燃料用

建築用

年

原
木
生
産
量

県内原木生産量の推移

千ｍ3

出典：木材統計（農林水産省）及び兵庫県

県内で稼働中の大規模木質バイオマス発電所の概要

大規模木質バイオマス発電所 稼働

発電事業者 場所 発電規模 運転開始時期 燃料必要量
うち県産未利用

木材需要量
備考

(株)関電ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ 朝来市
5,600kw
(一般家庭約1.2万
世帯相当）

平成28年12月
年間　約６．３万ｔ
（未利用木材の専焼）

約７万㎥
（約６．３万ｔ）

FIT認定
平成26年6月

パルテックエナジー(株)
　　［兵庫パルプ工業(株)]

丹波市
22,100kw
(一般家庭約4.4万
世帯相当）

平成29年12月 年間　約２１万ｔ
（未利用木材、製材端
材、パーム椰子殻等）

約５万㎥
(約３．７万ｔ）

FIT認定
平成27年1月

(株)日本海水 赤穂市
16,530kw
(一般家庭約2.6万
世帯相当）

平成27年4月
年間　約２０万ｔ
（未利用木材、建設廃
材、パーム椰子殻等）

約５万㎥
(約５．０万ｔ）

FIT認定
平成25年2月

S H R



平 面 図

神河町

朝来市

多可町

起点

三国岳

千ヶ峰

②森林資源の循環利用（伐採、利用、植栽、保育）を促進し、森林の多面的機能を
持続的に発揮

７

事業の必要性・優先性

出典：国土地理院ウェブサイト

丹波市

終点

大型トラック（１０ｔ車）で低コストに木材搬出

林道整備による運材の効率化

凡 例
：利用区域
：供用区間
：計画区間
：路網拠点林道
：市町管理林道
：作業道
：土場
：ﾊﾞｲｵﾏｽﾔｰﾄﾞ

－－－－－－－

森林資源の循環利用



事業の有効性・効率性

（１）費用対効果

①便益（B）の項目

評価の視点 効果項目（費用対効果の便益内容）

①木材生産 便益

○木材生産経費縮減便益：木材の伐採・搬出経費が縮減される便益

○木材利用増進便益：これまで切り捨てられていた間伐材が搬出・利用される便益

○木材生産確保・増進便益：これまで伐採対象とならなかった区域で伐採・搬出が促進される便益

②森林整備 経費縮減 等便益

○歩行時間経費縮減便益：造林等作業員の歩行距離、資材運搬の経費が縮減される便益

○洪水防止便益：森林が良好な状態に整備されることによって洪水防止に寄与する便益【機能代替：治水ダム】

○流域貯水便益：森林が良好な状態に整備されることによって流域貯水に寄与する便益【機能代替：利水ダム】

○水質浄化便益：森林が良好な状態に整備されることによって水質浄化に寄与する便益【機能代替：雨水利用施設】

○土砂流出防止便益：森林が良好な状態に整備されることによって土砂流出防止に寄与する便益【機能代替：砂防ダム】

○土砂崩壊防止便益：森林が良好な状態に整備されることによって土砂崩壊防止に寄与する便益【機能代替：砂防ダム】

○炭素固定便益：森林が良好な状態に整備されることによって炭素固定に寄与する便益【森林蓄積量の増加分から推計】

③災害等軽 減便益 ○災害復旧経費縮減便益：林道を舗装することにより、災害復旧経費が縮減される便益

④維持管理費 縮減便益 ○維持管理費縮減便益：林道を舗装することにより、維持管理費が縮減される便益

８



②費用便益比（B/C）算出根拠

９

事
業 事業名

Ｂ(便益) Ｃ(費用)

Ｂ／Ｃ
便益額

(百万円) 代表的な効果 総費用
(百万円)

事業費
(百万円)

維持管理費
(百万円)

林
道

森
林
基
幹
道
整
備
事
業

全
体
事
業
費

①木材生産 便益 4,904 伐採・搬出経費（１ｍ
3
あたり）

１４，４０８→９，２７４円／ｍ
3

13,286 13,161 25 2.0

②森林整備経費縮減等 便益 21,663

(1)造林作業経費縮減便益 794 森林整備作業地への歩行距離
４，０７３ｍ→４２０ｍ

(2)水源かん養便益 17,784 森林整備により水源かん養、山
地保全、環境保全が期待される
面積
３，０７９ha

(3)山地保全便益 2,230

(4)環境保全便益 855

③災害等軽減 便益 0

④維持管理費 縮減便益 0

計 26,567



（２）費用対効果に含まれない効果

（３）地域からの要望状況等

評価の視点 効果項目 該当する事業内容等

①安全・安心の確保

緊急避難路と緊急物資の円滑な輸送の確保 ○
中播磨地域と南但馬地域を結ぶ代替

路の確保

減災対策への取組 ○
森林整備の推進による、山地保全機

能の確保

②地域の活性化

地域間の交流拡大 ○
朝来市、神河町、多可町間等のアクセ

ス向上により地域間の交流拡大

観光支援、都市と山村の交流 ○
地域の観光資源との連携による都市

住民と山村住民の交流促進

③地域の環境改善 周辺環境の改善 ○
人工林に新たな明るい空間を創出し、

植物種の増加など生物の生活の場の
確保

要望状況等

①地元市町及び森林組合等で構成する「播磨中部高原森林基幹道推進協議会」が設立され、
毎年、国及び県に早期完成に向けた要望を行っている。
※構成員

関係市町（朝来市、加西市、多可町、神河町、市川町、福崎町 ）の市町長、議会議長、
常任委員会委員長、森林組合長（生野、北はりま、中はりま）、市川町外三ヶ市町共有財
産組合長

②朝来市の利用区域内集落へは、渓流沿いの市道が１路線のみでその他迂回路がないため、
豪雨時等による市道通行困難となった際の迂回路として林道の開通が期待されている。

１０



事業進捗平面図
①Ａ工区（朝来市）

現況写真

②Ｂ工区（神河町）

進捗状況

出典：国土地理院ウェブサイト

神河町

朝来市

丹波市

多可町

終点

起点

１１

③Ｃ工区（神河町）

2
3

1

至 起点

三国岳

至 起点

至 起点

既設作業道

凡 例
：利用区域
：供用区間(H27まで)
：計画区間(H28～R2)
：計画区間(R3～R7)
：計画区間(R8～R15)



工程表

①切土

現況写真

②

：前回計画
：実施・計画

１２

③完成

H H H H H H H H H H H H H H H H H H H H H H H R R R R R R R R R R R R R R R
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全 交
渉

体 交
渉

計

画 災 災 災
害 害 害

Ｄ工区

Ｂ工区

Ａ工区

Ｃ工区



審査会意見及び対応方針

①間伐の適切な実施 ①間伐の実施状況

現況写真

②間伐による下層植生の回復

出典：国土地理院ウェブサイト

凡 例
：利用区域
：供用区間
：計画区間
：間伐

平 面 図

神河町

朝来市

丹波市

多可町

終点

起点

１３

③間伐材の搬出状況（多可町）

－－－－－－－

千ヶ峰

三国岳

H8～
H26

H27
～R1

計

間伐（ha） 1,137 256 1,393 

切捨 999 109 1,108 

搬出 138 147 285 



審査会意見及び対応方針

②林業に影響のない範囲での人工林と広葉樹林の混交化（モザイク化）

現況写真

平 面 図

出典：国土地理院ウェブサイト

神河町

朝来市

丹波市

多可町

終点

起点

１４

1

3

4

5

①朝来市生野町黒川（H23植栽）

③多可町加美区清水（H26植栽）

針葉樹林と広葉樹林の混交整備事業等

番号 市町名 地区名 施工年度
面積
(ha)

① 朝来市 生野町黒川 Ｈ23 1.5 

② 朝来市 生野町黒川 Ｈ30 1.9 

③ 多可町 加美区山寄上Ｈ18・19・26 2.8 

④ 多可町 加美区清水 Ｈ26 1.3 

⑤ 多可町 加美区岩座神Ｈ30 1.8 

計 9.3 

凡 例
：利用区域
：供用区間
：計画区間

－－－－－－－

2

千ヶ峰

三国岳



審査会意見及び対応方針

③法面植生の経年観察による緑化状況の推移の把握 ①切土法面の植生状況（H13年施工）

現況写真

③盛土法面の植生状況（H17年施工）

植生調査結果

１５

箇所 種別 施工時
H27年度 R2年度 対前回比

（H27→R2）

切土法面 木本 0種 26種 40種 1.5倍

草本 4種 24種 43種 1.8倍

計 4種 50種 83種 1.7倍

盛土法面 木本 0種 2種 21種 10.5倍

草本 4種 10種 33種 3.3倍

計 4種 12種 54種 4.5倍

・施工当初の配合種子は、早期の緑被により法面保護を図りつつ、周辺の自
生種の侵入により在来種を主体とした群落への遷移が期待できる植物種を選
定しており、施工年数が経過した法面では当初の植生が衰退し、周辺の在来
種へと植生が遷移し生態系の多様化が進んでいる。

・R2年度の調査時には施工法面内において前回調査時（H27年度）に比べ新
たに75種の在来種が確認されている。

②写真①の植生状況の拡大

（第3回事業評価） （第4回事業評価）


